
1）これは，1962年から開発された経済開発５カ年計画（現在，経済社会発展５カ年計画

と名称変更）の成果と考えることができる。

各計画期間の最終年における主要な経済指標は次のとおりである。
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第１節はじめに

韓国経済は1960年代半ば以降1970年代末にいたるまで「漢江の奇跡」と呼ば

れる高成長をとげてきた')。一方この時期，成長の代価とみなされ政策的に放

置されていたため，また相次ぐ石油危機のため，物価水準は一貫して上昇基調

にあった。しかしながら1978年12月の第２次石油危機の結果いっそうインフレ
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が高進したこと(1980年の卸売物価上昇率：38.9％)に加え，相次ぐ政治的混乱2)，

農業部門の不振3)の結果，1980年の経済成長率はマイナス(-3.7％)となった。

この結果，物価の安定が経済政策の第一目標とされ思い切った施策4)がとられ

たためインフレは鎮静化され，韓国経済は再び安定した成長軌道へと戻った。
0.

今も韓国経済が抱えるさまざまなインフレ体質を考え合わせるならば,韓国

が今後安定的な経済成長を行っていくためには物価の安定が大きな鍵を握って

いると考えられるが，本稿では，上記のような経済成長および物価変動の下に

おける韓国の消費構造についてミクロ的な観点5)から分析を行っていく。

韓国における高成長は同じ東アジアに属する隣国ということもあり日本の成

長と比較されることが多い。日本における消費構造は高度成長にともなう生活

水準の上昇につれて大きく変化してきた。韓国の消費構造も成長にともない変

化をとげてきていると考えられるが，その変化が日本の変化となんらかの共通

点を持つものであるのかを検討していく必要があろう。本稿は，この分析の第

一歩として，韓国の多品目消費関数の推定を行い諸弾力性を求め，また構造変

化の有無を検討していくことにより二度の石油危機が韓国の消費にどのような

影響を与えたかについて考察を行っていく。

本稿の構成は以下の通りである。第２節では，実証に用いるモデルおよびデ

2）1979年中頃から国会の空転に対するデモ・騒乱が続きう１０月26日には朴大統領暗殺事

件が起きた。８０年に入っても学生デモが頻発し，５月末には光州事件が起きている。

3）異常気象による大凶作のため，穀物生産高は対前年比34.2％落ち込んだ。

4）金利の抑制，賃上げ率の抑制，通貨供給量の削減などがあげられる。

5）これまでに韓国の家計の消費行動をミクロ的な視野から分析したものに〔９〕，〔10〕，

〔12〕がある。Lluch,､Williamsは1963～72年のデータにELES（拡張線形支出体系）

を，Ｋｉｍは1961～79年のデータにトランス・ログ需要関数を適用し推定を行ってい

る。品目数はいずれも５である。〔９〕については注13で後述する。

またマクロ消費関数の研究としては〔４〕，〔16〕，〔19〕がある。なお一般にはマク

ロ的な観点からみたとき消費は安定した項目と考えられているが，韓国経済におい

てはその国民経済に占める比重は大きな変化を見せている。民間最終消費支出の対

ＧＤＰ比率を見ると1970年には84.2％であったのが88年には61.7％まで低落している。

また家計部門のみについてみるならばその比重は74.0％から51.1％に低落している。
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－タについて述べ，同時に推定期間中6)におけるデータの動きを概観する。第

３節で推定結果が述べられるが，その際，誤差項における系別相関の有無に留

意して推定を行った。続いて第４節では推定期間中に石油危機が含まれている

ことから構造変化時点の有無について検討を行い，構造変化時点に留意した推

定結果を示す。最後に第５節で分析のまとめと残された課題について述べる。

第２節分析の枠組み

推定に用いるモデルとして，次のような対数１次式の需要モデルConstant

ElasticityDemandSystemを考える。

（ｧ）〃z9i＝α§＋gi〃(X7P)＋伽〃('#/P）ｊ＝1,2,…,〃

ここで砂：第ｊ財の需要量 か：第ｊ財の価格指数

Ｘ=Zpi9j：総消費支出額Ｐ：消費者物価指数(総合）

ｇｉ：総消費弾力性eji：自己価格弾力性

このモデルは需要量を総消費(所得）と価格の関数とし,、その動きを非線形にと

らえるものである。今回分析に用いるデータは品目数に比してサンプル数が少

ないため自財の価格のみを説明変数として採用している。

さらに，総消費あるいは価格の影響の非線形性の度合が強い場合に対応させ

るため総消費（対数）の２次の項をも含めたモデル(ｲ)を比較検討することにす

る。

（ｨ）〃９i＝αj＋6i〃(X7P)＋Ｃｉ{〃､(X7P)}2＋g厳〃(，i/P）

消費支出額のデータとして『都市家計調査年報(A"""αﾉRapoγｵｏ〃伽肋”な

6）今回使用した『都市家計調査年報』の品目分類は1982年に大きく改訂されているた

め，本研究では新分類に対応する1975年から1988年のデータおよび独自に遡及計算を

行った1970年から1974年のデータを用いた。よって，第４節で行う構造変化検出の考

察対象となるのは第２次石油危機となる。なお第１次石油危機の韓国消費への影響を

検討するために，旧分類のデータ（1965年～1981年）について構造変化の有無を調べ

た結果を参考のために補論にあげている。

１日・新品目分類の対応，遡及計算の手法については付録を参照のこと。

7７



１９７０７１７２７３７４．７５７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８年
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肋c”ｇα”EjKpg"〃”ｇ‘sｼ"ｗｙ)』(韓国経済企画院)の「年平均１カ月当りの１世

帯収入と支出(Ｍﾌ"ｵ吻加o”α〃Ｅ幼g"〃”g”肋"sｅ〃0肋」の全世帯7)に関

するデータを用いる。韓国の家計調査年報の品目分類は1982年に５分類(以下，

旧分類と呼ぶ）から９分類(以下，新分類と呼ぶ)へと改訂された。本稿では，新分

類に対応する1970年から1988年までの19年間のデータを考察対象とする。

価格データは『物価年報(A"""α/Ｒ"｡〃o"伽月畑伽州)』(経済企画院）の

(全国における）消費者物価指数を用いる。基準年は1985年である。

データの品目分類8)は次の通りである。

１．食品・飲料２．住居３．光熱・水道

４．家具・家事用品５．被服・履物６．保健・医療

７既教育・ 教 養 娯 楽 ８ ． 交 通 ・ 通 信９．その他

ＵロOＵＵＵＢＵＵＵＩＩＯⅡＵＩＵＩｌ

７）全世帯とは，ソウルを含む全国主要都市の，農業・漁業に従事する世帯，単身世帯，

外国人世帯を除いた全ての世帯を指す。

８）韓国の家計調査の品目分類（９分類）は日本の分類（10分類）と，個々の品目の内容

は異なる場合もあるものの，似通った点が多い。なお個々の費目間の比較については

付録および〔９〕を参照のこと。

大費目の違いは，日本の.「教育」と「教養・娯楽」の費目を韓国では一つに分類し

ていることによる。
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ここで，観察期間における各データの動きを概観しておくことにする。図１

に示したのは，各品目の消費額の合計である総消費支出額の名目値および実質

値，消費者物価指数(総合)の対前年上昇率である。

期間中名目消費額はその伸び具合こそ変化しているものの一貫して増加して

いるが，実質額は1970～74年にかけてはほとんど伸びておらず，また1979～８１

年については減少している9)。ここには総消費額のみを提示したが，その増加

・減少の度合いは異なるものの各品目の名目・実質値においても同様の傾向が

みられた。このようなデータの動きの原因となるのが，図１の下方に示した物

価指数の動きである。第１節で述べた政策運営により1980年にいたるまで大半

の年で物価上昇率は10％を，石油危機の直後にはそれぞれ20％を越えている。

しかしながら1982年以降は強力な行政指導の結果物価は急激に安定に向かって

いる。

これだけの資料から十二分な検討は行い得ないが，図１より，期間中におけ

る韓国の消費が大きく拡充したこと'0)，そして，なおその増大を打ち消し得る

ほどに1970年代のインフレが激しかったことがみてとれる。

このようなデータの動きを考慮にいれ，次節におけるモデルの推定において

は安定した推定値を得ることを主眼に分析を進めていく。

第 ３ 節 推 定 結果

各品目の全期間(1970年～1988年)のデータを用いて，加重付き最小自乗法'１)に

より推定を行った。モデル(ｱ)，（ｲ)それぞれの推定結果を表１．表２にあげる。

９）この点は，２回の石油危機で大きなマイナスの影響を受けたといえども一貫して実質

消費額が増加した日本の場合と異なっている〔７〕・

10）総消費支出額は，1970年から1988年までの19年間で名目値で18.5倍，実質値で２．６倍

になった。

11）'調査年により家計調査データのサンプル数が異なるため，各年のサンプル数をウェイ

トに用いた加重付き最小自乗法を用いて推定を行った。なお以下の推定はすべてこの

サンプル数の違いを考慮にいれたウェイト付けした推定手法を用いている。
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モデル㈲の推定結果を一見して感じられるのは，多くのパラメーターは有意

であるものの(27パラメーター中22個が有意，有意でないパラメーターはほとんどが恥

の推定値であった)，誤差項に系列相関が強くみられることである。９品目中系

列相関がないと判断されるのは，３.光熱および8.交通の２品目のみであり，他

の７品目のうち多くはかなり強い正の相関を示している。

釣(総消費弾力性)の推定値はいずれも有意である。高い値を示す品目が多く，

必需品(弾力性が１以下)であると判断されるのは，１.食品,３.光熱，５.被服の３

品目のみで，他の５つの品目は著修性が強いと判断される。とりわけ2.住居，

6.医療，９.その他の弾力性値が高かった。また鋤（自己価格弾力性)は通常負の

値をとると考えられるが，３.光熱，５.被服の２品目で正の推定値が得られ，特

に3.光熱の推定値は有意な値であった。

モデル(ｲ)の結果は，パラメーターの有意性という観点からは多少モデル(ｱ)の

結果に劣ると思われる。３６パラメーター中有意であったのは約半数の19個であ

表１モデル(ｱ)の推定結果：全期間（1970-1988年）推定法：ＷＬＳ

品 目 α』 gｉ ｇ〃 盃２１，．Ｗ：

1．食品

２．住居

３ ．光 熱

4．家具

5．被服

6．医療

7． 教育

８．交通

9．その他

5.1295＊

（15.03）

-12.9465＊

（-5.83）

2.4974＊
（3.90）

-8.2574＊

（-4.58）

－０．９７８５

（-1.39）

-12.0765＊

（-7.10）

-3.5930＊

（-2.63）

-4.9962＊

（-7.53）

-14.8132＊

（-11.94）

0.5186＊

(19.05）

1.7760＊

(10.20）

0.5974＊

(11.85）

1.4157＊

（9.93）

0.8763＊

(15.76）

1.7433＊

(12.98）

1.1064＊

(10.20）

1.1778＊

(22.50）

2.0075＊

(20.37）

-0.7523＊

(-13.80）

-1.5361＊

（-2.45）

0.3902＊

（2.83）

－０．４８２８

（-1.31）

０．３２０７

（0.80）

-1.7005＊

（-2.77）

-1.4539＊

（-2.24）

－０．２１６９

（-1.17）

－０．１４８１

（-0.68）

0.953

0.925

0.958

0.957

０．９５１

０．９６５

０．９０６

０．９８０

０．９８３

（）内はオ値，＊は５％水準で推定値が有意であることを示す。

Ｄ・砿値の右肩の｡印は誤差項に系列相関がないと判断されることを示す。
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0.521

0.835

1.806.

0.730

0.801

0.659

0.646

1.639.

1.106



-0.7316＊

（-7.88）

-0.9120＊

（-2.09）

0.4687＊

（2.61）

－０．１７８９

（-0.48）

０．４７８３

（1.11）

-0.9505＊

（2.87）

－０．４８９４

（-1.01）

－０．２２２５

（-1.21）

-0.4942＊

（-2.28）
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表２モデル(ｲ)の推定結果：全期間（1970-1988年）推定法：ＷＬＳ

モデル(ｲ)において総消費弾力性をｅｊ＝6j＋2Ｃｆ〃(X7P）として算出した（表

２，右欄)。モデル制の結果と概ね似通った値が得られているが，７品目中５品

目でモデル(ｱ)よりも小さな値が得られている。なお，３.光熱，５.被服の２品目

でモデル(ｧ)の場合と同じくｇ〃が負とならなかった。

以上を考え合わせると，モデル(ｱ)と(ｲ)の結果を比較した際パラメーターの有

意性から判断して1.食品，３.光熱，５.被服，８.交通の４品目についてはモデル

った。いずれかのパラメーターに非有意な値が集中しているということはなか

ったがブ逆に品目ごとにみた場合，１.食品，３.光熱において４パラメーター中

３つがヅまた5.被服，８.交通では全てのパラメーターが有意でないという結果

が得られた。モデル(ｱ)を適用した場合と比較するならば，これらの４品目につ

いてはさほど非線形の度合いは強くなかったと思われる。一方，誤差項の系列

相関については，モデル(ｱ)に比べ，ほとんどの品目で弱まっていることが観察

され,２.住居，３.光熱で系列相関がないと判断された。
ＡＡ

（）内はオ値，＊は５％水準で推定値が有意であることを示す。

，．〃値の右肩の｡印は誤差項に系列相関がないと判断されることを示す。

１．食品

２．住居

３．光熱

４． 家具

５．被服

６．医療

７ ．教育

８．交通

９．その他

0.5082

1.7231

0.5681

1.5599

0.8751

1.9633

0.9136

1.1682

1.8346
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（-0.08）

25.3286＊

（4.98）

－１．８５６０

（-0.53）

13.2847＊

（2.15）

－２．９０７０

（-0.78）

27.6886＊
（7.30）

17.3836＊

（-4.27）

－１６８９１６

（-0.65）

12.0967＊

（-2.48）

０

8１

５
６
５
６
５
９
５
８
８

９
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０
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０
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0.541

1.940.

1.896.

1.027

0.860

1.145

1.076

1.618

１．０２１
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品 目

1．食品

２．住居

４ ． 家 具

５．被服

６．医療

７ ．教 育

9．その他

開西大畢『経済論集』第41巻第１号（1991年４月）

表３モデル(ｱ)の推定結果（誤差項の系列相関を考慮した場合）

α＃

4.5607＊

（11.50）

-10.4884＊

（-4.38）

-8.9235＊

（-4.92）

－１．３７５６

（-1.59）

-12.5519＊

（-7.56）

－２．２０６４

（-1.36）

-13.3341＊

（-9.22）

gｊ

0.5639＊

(17.88）

1.5817＊

（8.39）

1.4687＊

(10.21）

0.9094＊

(13.23）

1.7761＊

(13.47）

0.9978＊

（7.78）

1.8907＊

(16.47）

ｇｊｉ ｌ元２１，．Ｗ：

-0.8281＊

(-14.76）

－１．０２２０

（-1.62）

－０．５４２３

（-1.62）

０．０００４

（0.001）

－０．７７９３

（-1.76）

－０．４１５１

（-0.85）

－０．４５６０

（-1.90）

0.999

0.891

0.946

0.985

0.946

0.９７３

０．９７４

0.930

1.269

1.492

0.943

0.730

1.１４２

１．４９２

Ａ

ｐ

0.570

0.399

0.597

0.541

0.582

0.６６１

０．３９３

（）内はオ値，＊は５％水準で推定値が有意であることを示す。
也

表４モデル(ｲ)の推定結果（誤差項の系列相関を考慮した場合）

品 目’α‘

4．家具

６－医療

7．教育

9．その他

-56.9828

（-1.33）

-166.1120＊

（-5.78）

101.1860＊

（3.40）

75.3853＊

（2.32）

ｂｉｌｃｉ

９．２１６６

（1.34）

26.4588＊

（5.73）

15.5988＊

(-3.26）

12.3144＊

(-2.36）

－０．３１２１

（-1.13）

-0.9911＊

（-5.34）

0.6656＊

（3.48）

0.5683＊

（2.72）

g〃｜更２１，．Ｗ;｜ｌ６１ｇｊ

－０．４４５５

（-1.31）

-0.9304＊

（-3.13）

－０．１４９６

（-0.31）

-0.6612＊

（-3.08）

0.951

0.981

0.980

0.982

1.361

1.642

1.309

1.369

､４１０

．４２６

．３８１

．４２２

1.4965

1.9430

0.8654

1.7430

（）内はオ値，＊は５％水準で推定値が有意であることを示す。

(ｱ)を適用する方がよいと考えられる。残りの５品目については，推定値にさほ

ど大きな差はみられないが，モデル(ｲ)を用いた場合系列相関の度合いが弱まっ

ていることから，モデル(ｱ)に加えモデル(ｲ)も併用して分析を進めていく。

次に，良好な推定結果の得られた3.光熱，８.交通以外の７品目について，そ

れぞれ適当と思われるモデルについて，誤差項に１階の自己相関過程を仮定し

て推定を行った。自己相関パラメーター（１０）の推定法としてはプライス・ウ

ィンストンの２段階法（以下，ＰＷ法と表す）を用いた（表３．表４)。

１.食品，５.被服の２品目についてはモデル(ｱ)が適当と判断されたが，ＰＷ法
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0.5639

1.7231

0.5974

1.4687

0.9094

1.9430

0.8654

1.1778

1.7430
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表５推定結果のまとめ

12）とりわけ小標本を用いた場合，βの推定値には負のバイアスが生じがちであること

がわかっている〔17〕ｏＰＷ法による推定値は従来用いられてきたコクレン・オーカ

ツト法の結果に勝るものであるが，依然過小推定の傾向があることが知られている

〔17〕。その修正法がいくつか試みられているが〔11〕〔14〕，今，次式で定義されるよ

うなＰＷ推定量の修正統計量（ＰＷＭ）を考える（〔５〕の(9)式の修正。この修正は

Ｅ､Ｌ.誌に既提出｡）
Ａ

ＰＷＭ＝β－２.ｉｆγＭＢＭｚ/Ｔ

回帰モデルｙ#＝x}β＋",,〃メー伽-,＋g‘（オー1,……，刀において
へ

β＝Ｚ"ﾒ"#+,/璽邸ｫ２ Ｂ＝[6"］

Ｍ=Iーｘ(x'ｘ)－１６"＝－jｏ（2Ｗ=ﾉ）

函＝[ぴ"],叩＝ｐｌｉ－ｊｌ＝'/２（がj＝ｊ±1）
＝０（その他）

モンテ・カルロ実験の結果では，ＰＷＭはそのバイアス，MSwE，それを用いた検定

統計量の性能いずれの面でもＰＷの結果をしのいでいる。
Ａ

モデル<ｱ)においてｊｏの推定量としてＰＷＭを用いて推定を行った場合βは0.881

となりｇ〃の推定値は負となった。このことは５．被服についての不安定な結果は誤

差項の系列相関に対する取扱いが充分でないことによる可能性を示唆している。参考

のためＰＷＭを用いた場合の推定結果を示しておく。

〃ｑ＝-4.4599＋1.1505伽(X7B-0.3175〃⑦/乃Ｒ２＝0.949
（-2.75）（9.11）（-1.16）

8３

○

＊は明らかにそのモデルの当てはまりがよかったことを示す。

「系列相関」の欄がＯ印であるのは系列相関がないと，無印であるのは系列相関が有り

得ると判断されたことを示す。

の結果，１.食品については満足できる結果が得られたものの，５.被服の自己価

格パラメーターは有意でもなく，負の値も得られなかった'2)。
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２.住居，４.家具，６.医療，７.教育，９.その他の５品目についてモデル(ｱ)，（ｲ）

の結果を比較してみると，推定値の値自身の傾向は大きく変わらなかったが，

その有意性からみると,４.家具ではモデル㈱の結果が，他の４品目ではモデル

(ｲ)がよかったと考えられる。

以上の分析の結果をまとめたのが表５である。所得弾力性については，１.食

品，３.光熱などの必需度が高く，５.被服，７.教育が続き，他の５品目(2.住居，

4.家具，６.医療，８.交通，９.その他)は著修品であると判断された。なかでも住居，

医療，その他の弾性値は高かった13)。それぞれの品目に含まれる個別の財の内

容を考えれば妥当な弾性値であると考えられるが'4)，問題があると考えられる

のは，２.住居の高い所得弾力性(1.7231)である。「住宅」は特殊な性質を有する

財であり，今後より詳細な検討が必要であろう'5)。

自己価格弾力性についてはほとんどの費目で負の値が得られたが，３.光熱，

13）李〔９〕は日本と韓国の家計調査データを用いて，それぞれの通貨の購買力平価を求

めそれに基づいて両国の生活水準を測定・比較し，また，消費構造・ローレンツ曲線

による所得階級間の不平等の比較検討を行った。

そのなかで，韓国勤労者世帯の1976年～1985年の新分類データ（日本との比較のた

めに，教育と教養娯楽を分け10品目に再分類したもの）に，９j＝αj＋6ｊＸ（Ｘ：可処

分所得）というモデルを適用し各品目の所得弾力性を求めている。適用しているデー

タの属性・モデルに違いはあるが，その値の傾向は本稿の結果と似ている。参考のた

め，李の得た弾性値を示しておく。

食品＝0.4720住居＝1.2595光熱・水道＝0.8509

家具・家事用品＝1.4507被服・履物＝0.7962

保健・医療＝1.6628教育＝0.7260教養娯楽＝1.2514

交通・通信＝0.9530その他＝1.6342

14）９.その他の消費支出の内容は，たばこ，理・美容用品・サービス，身のまわり用品な

どである。

15）韓国の住宅事情は，その国士の狭さに加えソウルへの一極集中の度合いが強いことが

特殊性を与えていると思われる。韓国の住宅需要の特殊性を論じた文献に〔２〕，〔３〕

がある。Follainらは〔２〕において1976年の助gCjaﾉＨｂ"ｓｊ昭馳γ岬を用いて住宅

の需要関数を詳細に検討した結果,韓国において住宅の所得弾力性は低い(少なくとも

１は越えない)ことを報告している。本稿の結果と直接比較することはできないが,住

居は非常に重要な財でもあり，この点については今後より詳細な分析が必要であろう。

8４
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５.被服では得られなかった。５.被服については注12）で検討した点もありまた

推定値自身は有意ではなかったが，３.光熱の値はその絶対値も大きく値も有意

であった点が問題である。このような光熱の動きには，推定期間中に二度の石

油危機が存在したことが大きく影響していると考えられる。そこで，次節にお

いては，期間中に構造変化がみられたか否かについての検討を中心に分析を進

めていく。

第 ４ 節 構 造 変化の探索

この節では，推定期間中に構造変化，すなわち外生的・内生的要因によるパ

ラメーターの変化が各需要方程式において生じているかについての検討を行

う。ここでは，推定期間中において構造変化は起こり得るとしても１回限りと

仮定する。

表６は各品目の需要方程式にスイッチング回帰（以下，ＳＲと略す）手法16）

[18］を適用し，探索した構造変化が生じていると考えられる時点（ｵ*)，その

時点で分断した場合前期(～ｵ＊期)と後期(が＋１期～)の誤差分散が等しいと考え・

られるかについての検定結果(｢分散」欄）およびその結果に応じた構造変化の

有無についての検定'7)結果(｢検定」欄)を示した。

多くの品目で1979年あるいは1980年に構造変化が生じている可能性が示され

ており，第２次石油危機の韓国の消費に与えた影響の大きさが明かである。

いくつかの品目でオ＊で構造変化がないとの結論が得られているが，これら

は全てオ＊が検討可能な期間の端点で得られている時に起こっている。この場

16）ＳＲ手法は構造変化が生じていると考えられる時点を探索するものであるが，その時

点で本当に変化が起こっているかについてはチョウ，ワルド等の検定が必要である。

なお，ここで変化時点として考え得る期間は，モデル(ｱ)の場合1973年～1984年，モデ

ル(ｲ)の場合1974年～1983年である。

17）誤差分散が等しいと判断されたときにはチョウ検定〔１〕，等しくないと判断された

場合には，ワルド〔20〕および取り扱っているデータが小標本のためそのバイアスを

取り除いた修正ワルド検定〔８〕を用いた。
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1983○

モデノレ（ｲ）モデノレ（ｧ）

○
○
○

ｵ＊分散検定 ｵ＊分散検定

1980

1983

1979○

8６

1．食品

２．住居

３．光熱

4．家具

５．被服

６．医療

７．教 育

８．交 通

9．その他

1980

1984

1979

1979

1979

1980

1981

1984

1984

開西大畢『経済論集』第41巻第１号（1991年４月）

表６モデル(ｱ)H)における構造変化時点

○
○

(注）オ＊が空欄であるのは第３節の分析の結果そのモデルが明らかに不適当であった

ことを示す。

分散欄が○であるのは前・後期の誤差分散が等しいとの帰無仮説が有意水準５％

で棄却されなかったことを示す。

検定欄に無とあるのはオ＊時点には構造変化がないという帰無仮説が有意水準５

％で棄却されなかったことを示す。

合自由度の問題から探索結果に無理が生じていることも考えられるため，分断

可能な期間の全てにおいて適当な検定手法を適用して各期における構造変化の

有無について検討を行った。その結果，ほとんどの品目で第２次石油危機時に

構造変化がないと考えた場合の検定統計量は棄却され，その度合いも他の期間

で分断した場合に比べ強い場合が多かった。そこで上記のｓＲ手法で得られた

変化時点に加え第２次石油危機（1979年あるいは1980年）時に変化が起こった場

合についても考察を加えていくこととする。なお，８.交通については1976年以

外では構造変化が検出されなかったので，この年のみを考察対象として用い

る。

次に構造変化時点を考慮にいれた推定を行っていくが，データ数が多くない

ため，ダミー変数を用いた推定を行うこととする。それぞれの場合についてパ

ラメーターごとに構造変化の有無を考慮し，変化があると考えられるパラメー

無

無

1983○
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表７構造変化時点を考慮にいれた推定結果：モデル(ｱ）

α，j,ｇ'i,ｇ'苑はそれぞれ定数項・総消費項・価格項のダミー変数の係数を表す。
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ターについてダミーを入れて推定を行った(表７‘８)。推定手法は第３節と同

様である。

モデル制，（ｲ)どちらを用いた場合も問題となった年については価格パラメー

ターに変化がみられた場合はあまりなかった。またモデル(ｲ)において総消費の

１次・２次のパラメーターが変化を見せることはなかった。

以下モデル(ｧ)の結果について詳しく検討していく。

１.食品においてはＳＲ手法により1979年が変化時点として与えられたが，こ

の時点を境に所得項にマイナスの影響が出ていることがわかる。すなわち食品

はもともと必需性の高い品目であったが，その度合いがより増していることが

観察される。

２.住居については1984年が変化時点として考えられるが，石油危機の影響を

見るため1979年を変化時点とした推定結果も併記した。どちらの場合も変化後

所得弾性値が下がる傾向を示しており，また1979年の結果では価格項にプラス

の効果が生じているのがみてとれる'8)．

３.光熱では1979年を変化時点とした。第３節の結果ではこの品目は一貫して

価格弾性値が正であったが，構造変化を考えた結果，負の価格効果を得ること

に成功した。このことをよりはっきりみるために定数項のみに1979年以降のダ

ミー（のをつけた結果を示すと次のようになる。

９＝3.4004＋0.153Ｍ＋0.5139〃(X7P)-0.0174伽⑦/P）Ｒ２＝0.986
（8.37）（5.65）（15.60）（-0.16）

これより第３節における光熱の価格項の妥当でない結果は期間中の構造変化に

対する配慮が不十分であったからであることがわかり，逆にいうならば，光熱

への石油危機の影響が非常に大きかったことがわかる。

４.家具では1979年に変化が生じていると考えられ，全てのパラメーターが大

18）構造変化後所得弾力性が下がっていることは注15でも検討した〔２〕の結果と通じる

ものである。1979年以降価格項にプラスの効果が生じていることは，急激な価格の上

昇に対し住宅需要がそれほど弾力的には反応しなかった可能性を示している。
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きぐ変化を見せている。所得項にはマイナスの，価格項にはプラスの影響が観

察される。

５.被服でも同様に1979年を変化時点として推定した結果，第３節では得られ

にくかった負の価格弾性値を得ることができた。３.光熱と同様石油危機の影響

が大きかったと推測される。

６.医療ではＳＲ手法の結果1980年が変化時点として想定されるが，この年に

ついて検討した際得られた推定結果は有意なものではなかった。逆に妥当な結

果が得られたのが1979年に変化が生じたと考えた場合19)であり，それまで非常

に高い値を示していた総消費弾力性の値が低下していることが示された。

７.教育では1981年に構造変化が生じている場合について推定を行い，総消費

弾力性が大きく上昇するとの結論を得た。1979年あるいは1980年に変化が生じ

たと考えて推定を行った際にも同様の結果が得られることより，結論づけるに

はより詳細な検討が必要ではあるが，第２次石油危機の影響をも含んだ変化で

あると考えることができる。

８.交通では1976年以外の年では構造変化がないとの検定結果が得られてい

る。1976年に変化があったと考えると総消費弾力性が大きく上昇することが観

察された。

ＳＲ手法によれば，９.その他の変化時点は1984年であると考えられる。この

場合，ｇ〃の推定値は負ではあったが有意ではなかった。そこでチョウ検定に

より構造変化があり得たと考えられる1980年に変化があったと考え推定を行っ

たところ，価格パラメーターは有意となり，総消費弾力性が以前より高まって

いるとの結論を得た。

以上，それぞれの品目での構造変化の影響について検討したが，８.交通以外

の品目では第２次石油危機により大きく消費が影響を受けていることが明かと

なった。構造変化を考慮にいれた結果，個々のパラメーターの推移が明らかに

19）チョウ検定の結果1979年に構造変化がないとの仮説は棄却されている。
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なったことに加え，第３節で行った全期間のデータを用いた際には妥当なパラ

メーターが得られなかった3.光熱,5.被服において負の価格弾性値が得られた。

第５節結びにかえて

本稿では1970年～1988年の９品目についての年次データを用いて，韓国にお

ける家計の消費行動について分析を行った。

全期間のデータを用いた場合，誤差項の系列相関に留意すればほとんどの品

目で安定した推定値・弾性値が得られた。また構造変化についてはほとんどの

品目で第２次石油危機時（1979年あるいは1980年）に生じていることが明かとな

り，このことを考慮して推定を行った結果全ての品目で妥当な結果を得ること

ができた。なお，品目によるが，対数１次式(モデル(ｧ)）と２次式(モデル(ｲ))で

は１次式の当てはまりがよい場合が多かった。

しかしながら，今回用いたデータはさまざまな点で制約を持っており，また

用いたモデルが必ずしも需要制約を満たさないといった問題点もある。それら

の点の改善については今後の課題としたい。さらに今回考察対象とできなかっ

た重要な点も多い。以下列記して，併せて今後の課題としたい。

１）今回用いたデータは1970年から1988年にかけての時系列データである

が，この期間中１世帯当たりの世帯構成人員数は一貫した減少傾向を見せ

ている(1970年：5.58人→1988年：4.04人)･世帯人員数の増減は品目によって

は（たとえば食品）直接支出額の増減に結びつくと考えられ，また別の品目

では（たとえば住居）規模の経済性によりその増加の傾向が逓減的であると

考えられる。また，構成人員の質の変化（たとえば年齢構成）も消費額にさ

まざまな影響を与えると思われる。それらの効果についての分析は韓国経

済の変質を考えていく上で重要であると考えられる。

２）韓国は成長著しい国であるが，いまだに農村部の開発・発展は不十分で

あり，都市部と農村部の格差は存在すると考えられる［13]・一方Lluch，

Williams［12］は1963年～1972年のデータを分析した結果韓国の家計消
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韓国における多品目消費関数の計測（橋本） 9]．

費には明確な二重構造がみられることを明らかにしている。上記のことを

考え合わせれば，今も二重構造が存在し続ける可能性は強いと思われる。

今回扱った家計調査データは，ソウルを含む韓国全国の都市部の家計を

調査対象としており，今後韓国全体の消費構造について言及していくため

にはこれらの問題についての考察が必要であろう。

3）今回分析を行ったのは，家計が可処分所得を貯蓄と消費に振り分けた後

いかに消費額を各財に振り分けるかという意志決定問題である。しかしな

がら，家計の行動を考えていく上では，一段階前の決定（可処分所得をいか

に消費と貯蓄に配するか）についての考察が重要である。とりわけ韓国は日

本とは異なり貯蓄率が非常に低いことで知られる［15］［21]･このことは

たとえばマクロ的にみたとき投資にまわされる資本が国内でまかなわれな

いため外資への依存が高まり，ひいては債務がかさむといった問題をも引

き起こしており，今後十二分な検討が必要であると考えられる。
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補論旧データ（５品目，1965～1981年）による分析結果

改訂以前の５品目のデータ(1965年～1981年)を用いての推定結果について簡単

に述べる。

品目構成は①食品，②住居，③光熱・燃料’④被服，⑤その他の５つであ

り，新分類との対応はく付録＞で述べたとおりであるが，特に注意を要するの

は，ここで扱う②住居のデータには帰属家賃が含まれていることである。

新分類データと同様の推定を行った結果，全期間のデータを用いた場合，各

品目ともにモデル(ｱ)，（ｲ)どちらを用いてもＷＺＳで推定した場合系列相関が

強くみられたのでＰＷ法を用いて推定を行った。この際モデル(ｲ)を適用する

と①食品，②住居，③光熱の３品目ではそれぞれ４パラメーター中３ないし４

つが有意でなかった。また④被服，⑤その他においても，モデル(ｱ)の結果と比

べるならばパラメーターの有意さは劣っていた。そこで各品目についてモデル

(ｱ)を適用した場合の所得弾力性（金）・自己価格弾力性（g"）を示しておく（＊は

５％水準で推定値が有意であることを示す)。

①食品α＝0.5515＊ｇ"＝-0.7044＊

②住居1.5052＊-0.9732＊

③光熱0.9020＊バー0.0860

④被服1.5251＊-0.1307

⑤その他1.3929＊-0.1604

所得弾力性については②住居，④被服の値が高いことが印象的である。②住居

については注15）で述べた理由によりより詳細な分析が必要と考えられる。ま

た，品目の内容が異なっているため単純に比較はできないが，④被服の弾性値

は新データの被服の所得弾力性が0.9094であったことを考え合わせると韓国経

済の成長に従い著修品であった被服[10]が，より必需的な財ととらえられるよ

うになっている可能性を示唆していると考えられる｡また,これも品目の内容が

異なっているが，参考のため，1963年～1980年の日本の家計調査データ(同名の
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韓国における多品目消費関数の計測（橋本）９３

５品目分類)に同じモデルを用いた際の所得弾力性をあげておくと，それぞれ，

Q4781,1.2571,0.6890,0.7350,1.4185であった［６]･

価格弾力性については５財ともで負の値が得られたが，③光熱，④被服，⑤

その他の３財の推定値は有意ではなかった。これらの品目は次に述べる構造変

化の検討においていずれも推定期間中に変化が生じているとの結論が得られた

品目であった。

次に構造変化について検討した結果について述べる。使用したモデルはモデ

ル(ｱ)である。推定期間（1965年～1981年）より構造変化の有無を検討できるのは

変化時点が1969年から1978年までである。よってこの分析では第２次石油危機

は考察の対象外であるが，この期間中に各品目の需要において構造変化が生じ

たか，とりわけ第１次石油危機が明確な影響を与えたかを検討していく。

ＳＲ手法により変化時点を探索した際あまり明確な結果が得られなかったの

で，可能な限りの時点において，前・後期の誤差分散が等しいか検定し，その

結果に応じてチョウもしくはワルド検定により方程式全体あるいは各パラメー

ターに構造変化が生じたか検討を行った。

ほとんどの場合（②住居の1970,71年，④被服の７０，７１，７２年以外）前・後期の誤

差分散は等しいという結果が得られた。そこでｊ以下，チョウ検定の結果につ

いて述べる。

次の表は各品目の需要方程式全体についてのチョウ検定の結果である。

６９７０７１７２７３７４７５７６７７７８年

①食品6.505＃4.122*4.110*3.4874.590*4.015*2.5121.4160.6830.249

②住居5.716＊1.5141.5231.4991.6911.7581.9801.0491.2540.821

③光熱1.7393.618*2.3952.5132.3382.4224.829*7.850#7.788#8.130＃

④被服5.201＊5.489*6.108*6.156*5.353*4.561*5.074*5.737*5.951*7.348＃

⑤その他18.173#22.357#9.078#7.495#6.118*6.099*5.918*6.043*6.411#2.541

＊は５％水準で，＃は１％水準で帰無仮説（：その時点で構造変化が生じてい

ない）が棄却されることを示す。
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これより，②住居については期間中構造変化はなかったと考えられる。また①

食品についても若干前半に構造変化の可能性が指摘されているがその度合いは

あまり強くなく，またその変化は石油危機の影響というよりはより早い時期

(1970年代始め）に観察されている。

他の３品目については明確な構造変化の可能性がみられる。③光熱では75年

以降に明確な変化がみられたのに対し，④被服，⑤その他では期間中を通じて

変化の起こった可能性を示しているものの石油危機によりその傾向が強まった

ということはなかった。

また，パラメーターごとに検討を行った際には，①食品，③光熱では価格パ

ラメーターに変化が，④被服，⑤その他では定数項および所得パラメーターに

変化が生じているのが観察された。

以上より，③光熱を除いては第１次石油危機による需要への構造変化は観察

されなかったと結論できるであろう。これは日本の場合とは大きく異なる点で

あり，第１次石油危機の韓国経済への影響はさほど大きくなかったという通説

を裏付けるものである。しかしながら，①食品には1970年代はじめに，④被

服，⑤その他については期間を通じての消費構造の不安定さが明らかになっ

た。この理由の解明は今後の課題である。その際，①食品では価格の，④被

服，⑤その他では所得あるいは噌好の変化といった価格・所得以外の変数の影

響が強いことに留意して分析を進めるべきであろう。
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付録韓国の家計調査データについて

韓国における家計調査の品目分類は1982年従来の５品目分類から９品目分類

へと改訂された。

旧データと新データの大まかな対応は以下の通りである。

旧データ 新データ

①合晶が飲料１.食品・飲料①食品ｄ飲料

②住居（水道

③光熱・燃料

､住居

,光熱・燃料（水道料を含む）

・家具・家事用品

⑤~他一=巨韓言娯※
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の支出額を算出した。その際，帰属家賃は総消費額から取り除いた。また，価

格については旧分額の価格指数(中分類)より1975年の支出額をウェイトに用い

て計算した。

＜新分類＞＜旧分類＞

１.食品①食品

２.住居，②住居のうちRENTSPAIDおよびHOUSEMENDING

３.光熱②住居のうちWATERCHARGESおよび③光熱

４.家具‘②住居のうちFURNITUREANDUTENSILS（ただし一部

（Ａ）を除く)，④被服のうち一部（Ｂ）および⑤その他のう

ち一部（Ｃ，Ｄ）

５.被服④被服（ただし一部（Ｂ，Ｅ，Ｆ，Ｇ）を除く）

６.医療⑤その他のうちMEDICALCAREおよび④被服のうち

PERSONALEFFECTS中の一部（Ｅ）

７.教育⑤その他のうちSTATIONERY,EDUCATION,READING

ANDRECREATIONおよび②住居のうち一部（Ａ）

８.交通⑤その他のうちTRANSPORTANDCOMMUNICATION

９.その他⑤その他のうちCIGARETTES，OTHERMISCELLANE‐

ＯＵＳ（ただし一部（Ｄ）を除く),TOILETANDHYGIENE

（ただし一部（Ｃ）を除く)，被服のうちPERSONAL

EFFECTS中の一部（Ｆ）およびOTHERCLOTHING中

の一部（Ｇ）

Ａ：piano，radio，televisionset，phonographset，taperecorder

B：CLOTH,COTTONANDTHREADS中のcottonおよびOTHER

CLOTHING中のcoverlets,blankets,ｔｏｗｅｌ

Ｃ：TOILETANDHYGIENE中のdetergentforlaundry（laundry

soap),detergentforkitchenutensils，insecticide，toiletpaper，

sewagedisposalcharge

Ｄ：OTHERMISCELLANEOUS中のhousemaids

E：glasses

F：ladies’handbag，rings，necklace，brooch,．wristwatch，others

G：bag，umbrella，parasol

（注）中分類・個別の品目は英名で表示した。なお大文字は中分類を，小文字

は個別の品目を表す。
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